
The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

一 一 報　　告

防災活動に お ける自助 ・共助 ・
公助と市民意識 その事例
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，
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，
　in　the　Disaster　Prevention　Activity　and

　　　　　　　　　　　　Civic　Consciousness，　the　Case　Studies

立 花 秀 夫 （た ち ば な ひ で お ）

　 NPO 地 盤災害 か ら命 を守 る会 　理 事

川　口　恵一
郎 （か わ ぐち け い い ち ろ う）

　 　 　 　 NPO 地 盤 災害 か ら命 を守 る会

中 村 和 之 （な かむ ら か ず ゆ き）

　 　 　 　 　 　  ジ オ デザ イ ン

熊 谷 浩 二 （くま が い こ う じ）

八 戸 工 業 大 学 　教 授 　大 学院土 木工 学専攻

1． は じ め に

　筆者 らは
“
NPO 地 盤災害 か ら命を 守 る 会

”
に お い て，

『自分 の命 は 自分 で 守 る こ と ！』〔自助 〕 を 掲 げ，『自分

が 助 かれ ば，家族 を，そ して ま わ りを 助 け る こ とが で き

る』〔共 助 〕を うた い ，一
般市民へ の 防災に 関す る 教育 ・

啓蒙活動を 行 っ て い る。し か し
一

般市民 は ，自然災害へ

の 危険性 を 漠然 と して 大 き く感じて は い るが ， 自分の 住

ま い や 勤務先 な どで の リス ク に 対す る知識が 不足 して い

る 。 い ざわ が 身の こ と とな る と
“
自分だけは

…”
，
“
ま さ

か…”
とい うよ うに，リス クに対す る意識 レ ベ ル が急激

に 低 下 して しま う，な どが 大 きな 問 題 で あ る 。

　 こ の 報 告 で は，当 NPO あ る い は会 員 個 人 が か か わ っ

た 二 つ の 事例 の 紹介を 通 じて ， 市民意識を 高める た めに

地 盤 技術 者が 果た す べ き役割に つ い て 考え る。

2． NPO 活動の 概要

　 こ の 会で は 地 盤工 学 の 経験者 が
一

般 の 人 の 地 盤災害 に

対 す る理 解を 促 し，地 盤災害 に 対 す る 安全を 高める こ と

を 目 標に して い る。

　（1） 名称 ：特定非営利活動法 人　地 盤 災害か ら命 を守

る 会 （以 下 NPO と称 す ）は2010年 2 月 に設 立 ，所管 は

神奈川県で ある。

　  　目的 ：地 震 や豪雨 で 発生 す る 地盤災害 に 対 して ，

近 隣住 民 とお 互 い に 協力 し て 人命 を 守る た め の活動 を行

い ，地 域 の 安全 ・安 心 に 寄与す る こ と。

　（3） 活動内容 ：地 域安全 活動 ，社 会教育 の 推進活動 ，

科 学技術 の振興 活動 を三 つ の 柱 と し ， 地盤災害 に 関す る

普 及 啓発事業，相談援助事業，調査研究事業などを行う。

　（4） 活動実績 ：NPO や市民団体等主催の 会議 ・防災

セ ミ ナ
ー

で の講演会，市 主催現 場 見 学 会 講 師 ，子 供 会 地

盤見 学 会 な どの教 育 ・啓 発 を，ま た，公 園斜面 調査，近

隣 地 盤 変形 ・
耐震相談 な どの 相談 援助，及 び 建築系

NPO へ の 参加，県
・
市の 防災関連部署へ の ヒ ア リン グ

などの 調査 ・研究を行 っ て い る。2012年に は第47回 地

盤 工 学 研 究 発表会へ の 投稿，講演 の 内容を A3 判の リ
ー

フ レ ッ トに ま とめ配布 した。

3． 事 例 一
その 1−

　　［地域防災計画 の 見直 し と市民 の 役割］

　3．1 パ ブ リ ッ ク コ メ ン トへ の 応募

　東 日 本大震災 を契機 に 神奈川県 A 市 で は ，2011年 8

月 か ら地 域防災計画 の 見 直 しが 行 わ れ た。同市 に在 住 の

筆者 の
一

人 が，同 見直 し（案）の パ ブ リ ッ ク コ メ ン トに ，

地 盤災害 に関 す る NPO 活動 を行 っ て い る
一

市民で ある

と同時に ，地盤工 学 の 専門家の立場 か ら応募 した。

　3．2　パ ブ リッ ク コ メ ン トの 結果

　パ ブ リ ッ ク コ メン 1一に 寄 せ られ た意見 の 件数 と反映状

況を表一 1に 示 す。防災計画 に 反映さ れ た 意見 6 件の う

ち，半数は筆者 の 意見 で あ り，そ の 内容 は 以下 の と お り。

　  「防災意識の 啓発 で，学校の ニ
ー

ズ に対応 す るた め

地域 の方 や専門家 な どの知識や 経験 を防災教育 に取 り組

む」 こ とを追記 。   液状化 対策が不適切 な箇所 に盛 り込

ま れ て い る の を削除。  主 旨文の
一

部 を よ り適切な表現

に 修正。

　3．3 市民 の役割

　 こ の よ うに一
市民の 意見 が 多 く取 り入 れ られ た こ とは

意外 で あ っ た 。
パ ブ リ ッ ク コ メ ソ トの 対応 は，市民 と行

政 との 役割及び ス タ ン ス の 違 い や限界 が あるた め必 ず し

も満足 で きる 結果で は ない が，市民側 か ら意見 を 出 し続

け る こ とが 行政 を動 かす 原 動 力 とな り，地 域 活 性 化 に も

つ なが る。そ して 防 災計 画 の 実 現 は，行 政 だ け で は そ の

担 当人 員 か ら見て も到底で きる もの で はな く，地域住民

の 協力 が不可 欠で あ る。そ の ため には 住民 の 意識向上 を

表
一1　 意 見の 反映結果

反 映 区 分

全体

意見

筆者

意 見

1 計 画に反 映 させ たもの 6 件 3 件

H 意 見 の 趣 旨 が既 に計 画 に 盛 り込 ま れ て

　 い る もの

23 件 2 件

皿 今後 の 取組 に おい て 参考に する もの 1D 件 2 件

IV 計画 に反 映で きない もの 3 件 2 件

V そ の他 憾 想 ・質 問 ） 3 件
一

合　計 45 件 9 件
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図る 必 要が あ り，地 域 に 埋 もれ て い る専門知識を 持 っ た

人 財の 活用 や NPO が 担うべ き役割を 強 く感 じた 。

4． 事 例
一

その 2−

　　［東京都南町田地区における自主防災組織活動］

　南 町 田 自主 防災組織 （以下，防災組織） は ，平成 16

年新潟 県中越 地 震 を契 機 に NPO 会 員の
一

人 が 中心 に な

り，地 域 の 「南町 田 自治 会 」 を 母 体 に 8年 前 に 立 ち 上

げた 1）。こ の 間の 経緯 に つ い て は 同ホー
ム ペ ージ 2〕に詳

しい
。 興 味あ る方 は参照 されたい 。

　以下 に，住民の 意識高揚 へ む け た 対応 を中心 に述べ る。

　4．1 組織の 特徴

　  自治 会 とは別 組 織 ：町 内全 世帯 に 広 く呼び かけ，

自治会員以外の 参加 を 可能 とした 。 （2012年 4 月現在 ；

会員数426世帯の 内52世帯 が 自治会未加 入 者 ）

　  会費制 ：現在 1800円／世帯
・
年

　 （た だ し，備蓄完了 まで の 3 年間 は上 記の 5割増）

　  　役員の 任期 ：本 部員，ブロ ッ ク班長は複数年任期

　4．2　住民の 意識高揚を い か に 図 っ た か

　（1） 実態調査 と必要性 に 対 す る 町内住民の 理 解

　水や食 べ 物 の 備蓄 は公 共 が や る べ きで はない か，とい

う疑問
・
質問が 多 く出た 。 そ こ で，ま ず市 と避難所 で あ

る 小学校 の 調査を行 っ た とこ ろ ，配 られ る食料 は 1 日

分に す ぎず，飲 料 水 は プ
ー

ル の ろ過 水，ま た は離 れ た給

水拠点で の 供給計 画 で あ り，きわ め て難 渋 が 予 想 さ れ た。

次 に 消防署 へ の ヒ ア リ ン グ で は ， 出 火予 想 件 数20件 に

対 して 半数以 上の 消火を住民の 共助 に 期待 して お り，倒

壊家屋 か らの 被災者救助 に対 して も同様な こ とが 分か っ

た 。

　 こ の よ うな 行政 や 消防の 実態 を 町 内住 民 に報告 した と

こ ろ，備蓄は 自分た ち で や らな け れ ば 生 死 に か か わ っ て

お り， 初期消火 や 救助 も住民の助 け 合い 体制 を作 り，自

己防衛 し よ う とい う意識 と覚悟 へ とつ な が っ た。

　（2） 被害想定数の 算定 と備蓄規模

　阪神大震災級の 地震発生 事例を 参考に，町 内で の 被害

発 生 数 を 求 め た と こ ろ，全町内580世 帯
・人 口 2018 人

に 対 して，死 者 数 ：5 人 ，要救出 現場数 ： 50件，避 難 者

数 ： 162人 な どが算出さ れた 。

　避難者数か ら飲食糧 ， 日用品
・
医薬品 ・弱者用 品な ど

の 数量 を，要救出現場数か ら救助用機器 具な どの 数量 を

求め，備蓄の 規模 を定め た。こ れ らの 品 目， 単価 ， 金 額，

容量な どの 調査 は 女 性 を含む 有志委員が 行 っ た が，こ の

調 査 も住民の 防災へ の 参加 意 識 を 高 め た。

　 4．3 啓蒙 ・広報活動

　（1） 防災マ ニ
ュ アル ：詳細な 「防災の 手引 き」 に加 え

て ， 壁 に貼 っ て い つ で も見 られ る簡易版 「防災マ ニ ュ ア

ル 」 を町内の デ ザ イ ナーに依 頼 して作成
・
配布 した 。

　   　避難 「めや す 図」

　洪水 対 策 の
一

環 と して，住民 が 自分 で 考 え る避 難 「め

やす図」 を作成 した 。 川 岸の遊歩道 の路面 を基準 に 1m

毎 に色分 け し，『自分の 家 が何 m の 高 さ にあ る か 』 を わ

か る よ うに した。市の 「ハ ザードマ ッ プ 」 の 50m メ ッ
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シ ュ で は一く く りの 色 で 示 され て い るの と比べ て，宅地

の 区 画 が 認 識で き る細か さで あ る。

　住民 に と っ て 避 難 や 対 策を 判断す るた め には
一

軒 々 々

がわ か る程度の ハ ザ
ー

ドマ ッ プが 必要で あ る 。

　4．4　ア ン ケ
ー

ト調査

　防 災 に 関 す る ア ン ケ
ー

トは 設立前を初回 に ，2007年 ，

2009年，2011年と隔 年 に実施 して い る。初回 の 回 答率

は 52％ で あ っ た が，設 立 後の 3 回 の ア ソ ケ
ー

トで は い

ず れ も90％前後 と きわ め て 高率 で あ り，住 民 の 防 災 活

動 に対す る意識が 非常 に 高い こ との 反映 とい え る 。

　回 答 が 比 較 で き る 3 回 の ア ン ケ
ー

ト結果は，例 え ば

家具 の 転倒防止対策 が 4年間で 32％か ら63％へ と倍増，

飲食糧 の 備蓄状況は飲料水が 69％ か ら80％へ ，非常食

が 59％ か ら71％ へ と徐 々 に増 加 し て い る。そ の ほ か ，

同様 に 災害時の 持 ち 出 し品 の 準 備 状 況 は 64 か ら72％ に ，

家族の 連絡方法の 決定は 49か ら60％ に 向上 して い る 。

　災 害時の 対応策は 着実 に 成果が 上 が っ て きて お り，防

災意識の
一
層の 高 ま りや 啓蒙活動の 効果 が感じられ る 。

5．　 ま　 と　め

　事例 に示 す よ う に，自治会 を 中心 と した地 域 活動 の 活

発化 が，表題の 「市民の 防 災意識の 向上 」 に 有効 で あ り，

そ の際 に次の よ うな こ とが重 要 と考 え られ る 。

　  自分の 地域の 実態を知 らせ る

　　 ・ 行 政 ，消防，警察など防災対策 の実態

　　 ・ 防災 マ ッ プ　 ・ 地 域 自主 防 災組 織 の実態 な ど

　  被害想定 を細 か く知 らせ る

　　 ・ 地 域 ・町 内，避難所 ご とに ， どの く らい 危険か

　  自治会地 域活動 （祭などの集まり）を活発 に 行う

　  防災活 動 を は じめ，日常 の活動 の広報 を行 う

　 こ れ ま で 社会の 表舞台 に 出 る機会 の 少なかっ た，我 々

地 盤 技 術者 は，一
市民で ある と と もに 地 盤 特性 を よ く知

る 専門家で もあ る。持 っ て い る 知見を 社会に 知 らせ，そ

れ らが 社会や 生命 ・財産 と ど う関係 し て い る か を か み 砕

い て 説明す る こ とに よ り，市 民 の 防災意識 の 向上 を図 る

こ とが 今，求め られ て い る 。 した が っ て 地盤技術者は，

地 域社会に 関心 を 持ち 個別の 問題 に 対 して の コ ソ サ ル テ

ィ ン グ （助 言，協力）す る こ とが 重 要で あ る 。 要請 され

て 公的委員会 へ 参 加 す るだ け で な く，自治会な どの 地 域

活動や NPO に 自ら積極的 に参 画 し，防災教育 ・啓蒙活

動 にか か わ る よう切 に 望む もの で あ る 。

〔謝辞 〕NPO 活動 で は 理 事 ・丸尾茂樹氏 ， 同
・山 路茂樹

氏，及び麻生区 ・滝 口 栄二 氏，第四 紀学会
・
増渕和夫氏

を は じ め NPO の メン バ
ー

に貴 重 な 協 力や 助言 を い た だ

い て い る。こ こ に 深 く謝意 を表 す る次 第で あ る。
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